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次世代ＩＰネットワークが本格化する2010年までに環境整備が必要

「ＩＰ化時代の通信端末の在り方に関する研究会」（座長：相田仁 東京大学教授）
において、平成１８年１２月から検討を行い、平成１９年８月に報告書取りまとめ。
今後、同報告書を受けて検討を進める。

…
アナログ電話

交換機

既存アナログ電話網

接続性の向上 利便性の向上安心・安全の確保

ＩＰネットワーク

端末がネットワークの一端に
接続しているだけ

多様な端末が様々なネットワークに接続、
連携して新しいサービスを実現

端末がネットワークと連携し、ウィルスや
不正パケットを発見、退治

ユーザーＩＤで様々な端末が自分の端末に変化

ソフトウェアのダウンロードによりサービスや
機能が自在に変化
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光アク セスなど

端末とネットワークが連携して
様々な機能・サービスを実現

ネットワークと端末が連携して実現するネットワーク
→ 端末側からの視点の技術的検討も重要

IP化時代の通信端末に関する検討

機器のユビキタス化 ブロードバンド化

ネットワークのIP化
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IP化時代の通信端末の実現に向けた検討課題

新たなサービス・市場の創出に向けて

多様な通信端末の相互接続実験の推進（機器の相互接続検証のためのテストベッドの整備）

１つのＩＤで様々な端末を利用できる「ＩＤポータビリティ技術」など新たなサービス実現のための標準化・
国際展開の推進

ソフトウェアのダウンロードにより重要な機能を変更できるなど、高度化した端末の出現に対応した
認証制度の検討

端末トラブルに対処するため、責任を誰（事業者、メーカ、利用者等）が取るかの「責任分担モデル」の策定

端末利用をめぐる消費者保護のための、消費者、事業者、法律家等による検討の場の設置（不具合対応、紛争
解決など）

多様な端末の工事やトラブル解決のための「工事担任者」等の活用を含めた、ＩＰ化時代に合わせた資格制度
の整備

利用者が安心できる端末利用環境の実現
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テストベッドの体制整備

背景 ・現行の通信端末だけではなく、情報家電、自動車、自動販売機等の様々な機器がネットワークに接続
・機能の標準化など技術面制度面における関係者間の協調、新しいサービスやビジネスモデルの創出といっ
たビジネス拡大につながる環境整備が必要
・企業が新技術の実験や研究をするに当たって、実環境と同等の環境を整備することが必要
・多くの機器がネットワークへ接続されることにより、一部の機器の不具合が社会インフラ全体に波及し、
大規模な通信障害・機能停止といった事態を引き起こす可能性についても考慮が必要

事業用プラットフォームや各種アプリケーション
開発用テストベッドの立ち上げ

・ホームネットワーク、企業ネットワーク、Facility
Networkなど、多様な端末機器が混在する環境で
の標準化の推進

・企業が機器を持ち寄って開発や実験ができるため
のオープンな土俵作り

・端末と網のバランスの取れた相互発展、利便性と
インフラ性の発展を実現するための新たな枠組み

国
際
競
争
力
の
あ
る
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
の
促
進

テストベッドの
有効な活用

研究開発

相互接続実験

標準化

ＩＰ化時代の通信端末の新たな機能を
試験し、確立するための環境整備

・相互接続性確立の確認
・開発と標準化への実践的フィードバック

・サービス品質の測定
・セキュリティに関する機能の確認
・サービス提供のための相互接続性の確認
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研究開発と標準化の推進

これまで通信機能を持たなかった機器が通信機能を持つようになり、ネットワークに接続される通信
端末の数が膨大になり、端末、ネットワーク、サービス間の関係が多様化。

ホームネットワークやパーソナルエリアネットワークなど、端末同士が接続し、ネットワークを構成
するようになる。

新たな市場を創出し、豊かなＩＰ化社会の実現のために今後のＩＰ化時代の鍵となる
プラットフォームやセキュリティの基盤技術の開発、標準化が必要

★どの端末でも瞬時に自分の環境を再現できるＩＤポータビリティ技術
★端末とネットワークが自ら障害や攻撃を検知・復旧・予防するセキュリティ技術
★端末が利用者のニーズにあわせて変化するダウンローダブル技術 等

研究開発、標準化、テストベッドの有機的な連携
 産学官が一体となった研究開発推進体制の確立
 グローバルな情報発信等を通じた国際展開の推進

 テストベッドにおける研究開発、標準化

日本の国際競争力の向上への寄与

2010年までに以下の基盤技術を実現
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インタフェースや機能の認証方法の策定・整備

○認証機能を活用したサービス選択の自由度及び容易性の確保

個人認証・端末認証機能などを活用し、ユーザが一つの端末で多様な電
気通信事業者のサービスを自由かつ容易に選択し、便利なサービスを享受
できることを可能にする

○多様な端末のネットワーク接続の確保

家電製品や電子タグを含む多様な端末がネットワークに接続されること
に伴う相互接続性・互換性の確保

○ネットワーク接続、コンテンツ利用における安全・信頼性の確保
IPv6のセキュリティ機能や端末IDの活用、暗号化機能等の具備により

利用者が、様々なサービスを利用する際の安全性・信頼性を確保

NNI

UNI

ネットワーク ネットワーク

端末

ネットワーク

音声端末

通話

映像配信ＶＰＮ 電子商取引

○複数の事業者のネットワークを跨いで多彩なサービスを実現するためには、端末がこれら多様なネット
ワークを利用可能であることが必要。

○多様なアプリケーション実現に必要な環境整備の取り組みも重要。

ＩＰ化に対応した認証方法の検討

○ソフトウェアのダウンロードに

より、通信機能の変更が可能で
あることを踏まえた、端末機能
の利便性の確保

ソフトウェア等の活用を踏まえた
端末機能の利便性の確保

多様化するネットワークとの接続性／安全・信頼性の確保

ソフトウェアダウンロード等に
よって、通信機能の変更等が
可能

電気通信事業者のサービスを
自由かつ容易に選択

様々なネットワーク構成

・・・・
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機能保証に関する責任分担の在り方の検討

ＩＰ化時代の社会のサービスはネットワークや端末の違いを利用者が意識することなく
シームレスに提供

上記の社会は接続性、利便性、安全・信頼性が確保
上記の機能はネットワークの参加者の連携によって実現

※現状、ネットワーク参加者の連携は、標準化、技術基準等、技術的制度的に担保

現状の枠組みが機能しないケースが出現

ＵＮＩ等の責任分界点
を設け、技術的な責任
分担を明確化

技術的に解決困難な課題について、責任の連携を検討
専門的な第三者による責任分担関係の整理
ニュートラルで問題解決に機動性を持った紛争解決のメカニズム
インフラに対する技術的な専門性を持つ人や、ビジネスに対する
専門家、法律の構造やスタンダードに関する専門家等の集団
コミッショナー制度による紛争処理の解決

 制度設計に向けて関係者が参加でき、透明性が確保された場の形成が必要
 2010年を見据えて、責任を負うべき機能を限定し、責任モデルを検討することが有用

＋
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地球環境保護サービス提供者等の相互連携に支
えられた多様なサービスの享受

効率的な企業活動の実現

ＩＰ端末選択の可能性の拡大、多様
なサービスの享受

テレワークや遠隔教育による新た
なライフスタイルの実現

豊かな社会生活の実現

新機能を手軽に利用できる

一つのＩＰ端末で様々なサービスの
提供を受けられる

いつでもどこでもネットワークに接続
可能

利点

…

不具合発生時における利用者
による問題把握の困難化

膨大な情報によりサービス選択
が困難

様々な機器が通信機能を持つ
ことによる機器の誤作動誘発

課題

機能の複雑化により、逆に使い
づらい

一つの端末に情報が集中し、障
害発生時の被害が大きい

いつでもどこでもネットワークか
らの攻撃にさらされる…

事業者、法律家、消費者等による
検討の場を設置

多様なニーズに応える機器の提供

デバイドフリーな機器の開発

消費者参加型の業界規格

ＩＰ化時代の消費者リテラシー向上

倫理・リスク啓発教育

簡易・迅速な機能保証と
権利救済

紛争解決制度（ＡＤＲ等）

消費者保護のための機関や制度の整備

問い合わせ窓口の一本化

端末のリサイクル

不具合事例の収集／分析
／発信体制の確立

ライフサイクルの延長

① 消費者の権利の尊重と自立の支援
② 事業者の適正な事業活動の確保と消費者の特性への配慮
③ 高度情報通信社会の進展への的確な対応
④ 国際的な連携の確保
⑤ 環境保全への配慮

消費者基本法の理念

消費者保護の在り方の検討
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様々な利用環境に対応し、
物理層から上位レイヤーまでを

扱える総合的な端末技術者

ＩＰ化時代の端末のために求められる技術者像

端末の種類・技術に関わりなく、エンドツーエンドの接続を確
保し、障害に際してはどんな問題でも問題点を発見して速やかに
回復できる技術力をもった、コンシェルジュのような技術者。

端末設備の
接続・設置

トラブル
解決

LAN等の配線・
構築工事

システム、ネット
ワークセキュリティ
等のアドバイザー

工事担任者がＩＰ化時代に対応した
技術者たるための制度整備・周知活動

○ ＩＰ化の際には、物理レイヤからアプリケーション等の上位レイヤまでの知識がなければ発生した問題に対応できなくないことが
想定されるため、最新かつ専門的な知識を持ち、総合的に判断できる人材の育成が必要。

○ 新しい技術の進展によりハード・ソフト的に多くのサービスが登場するようになったとき、今までの試験・育成の考えでは技術者
レベルを担保し、利用者のニーズに応えるのは難しく、技術者の育成の考え方について見直しが必要。

○ 秩序維持、生命及び財産の保護等にかかわる処理・管理・制御等の機能を備えた端末については、直接的に製造・保守・運用、
若しくは間接的に監視監督するものに技術及び法の知識が必要。

背景 ＩＰ化時代においては、端末の役割の変化とともに、接続等に携わる技術者の役割も変化

① 端末技術の最新動向を反映した資格区分・
試験科目の検討

② 工事担任者がＩＰ化時代において維持・向
上すべき知識・技術を習得するための研修等
の仕組みづくり

ＩＰ端末には保守運用者、メーカ及び利用
者が関わることから、これら関係者の意識向
上のための啓発活動
（業界団体等が付与している独自の資格を活

用する等）

端末設備の利用者が求めている事項を
適切に把握した上での検討が必要

＋

ＩＰ化時代に対応した資格制度の活用
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ＩＤポータビリティ
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相互接続WG
リーダ：中野 尚（KDDI)
（相互接続試験の企画、推進、関係機関の調整）

企画推進部会
部会長：松島 裕一 （ＮＩＣＴ理事）
（普及促進・情報交流等）

技術部会
部会長：後藤 滋樹（早稲田大学教授）
（技術基準・相互接続試験等の推進）

研究開発・標準化部会
部会長：淺谷 耕一 （工学院大学教授）
（研究開発、国際標準化に関する検討）

次世代IPネットワーク推進フォーラム
会 長：齊藤 忠夫（東京大学名誉教授）
副会長：宇治 則孝（ＮＴＴ）、伊藤 泰彦（ＫＤＤＩ）

IP電話SWG
主査：千村 保文（沖電気）

コンテンツ配信SWG
主査：小林 中（NEC）

固定・移動シームレスSWG
主査：加藤 正文（富士通）

端末・網SWG
主査：入部 真一（日立）

事務局
（NICT）

技術基準検討ＷＧ
リーダ：粟野 友文（NTT）
（技術基準の検討・実証）

戦略検討ＷＧ
リーダ：淺谷 耕一 （工学院大学教授）
（次世代IPネットワークに関する研究開発・標準化の基本
戦略及び推進方策の検討）

ホームネットワークＷＧ
リーダ：丹 康雄（北陸先端科学技術大学院大学）
（ホームネットワークの標準化及び相互接続試験等の推進）

HNアーキテクチャSWG
主査：伊藤 昌幸（NTT）

幹事会

セキュア系技術SWG
主査：江川 尚志（NEC）

サービス系技術SWG
主査：磯村 学（KDDI）

インフラ系技術SWG
主査：青木 道宏（NTT)

IP端末部会
部会長：相田 仁（東京大学大学院教授）
（ＩＰ端末の在り方に関する検討）

次世代IPネットワーク推進フォーラム体制図

HN普及促進SWG
主査：池崎 雅夫（松下電器）

11月8日(木) 第１回会合開催
IP端末に発生している事故や今後発生しうる問題を分析し、

対応策や消費者保護策を検討。
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ＩＰ端末部会の検討課題

•ＩＰ化時代の通信端末の実現方策の検討

•ＩＰ端末の実現のための技術的検討

– ＩＰ端末検証テストベッドの整備

• 新たな機能を試験し、確立、また相互接続性検証のためのテストベッドの整備

– 具備すべき機能の検討（ネットワークを介した様々なメーカの端末の相互接続性検証）

– 参加者の検討（電気通信事業者、メーカ、研究者、ＡＳＰ等）

– 運用体制の検討（運営母体、人員、費用負担（初期費用、運営費用）等）

•責任分担モデルの策定

– IP端末の利用に関して、発生すると思われる問題をピックアップ

• 問題の発生時に、責任を負わせるべき対象の検討

→現在既に起こっている事故等や、２０１０年頃に発生すると考えられる問題を取り上げ
る。

•消費者保護対策の推進

– 上記のモデルケースにおいて、利用者に影響のある問題点の把握

– 利用者の権利救済の方法の検討

•その他、端末の新名称等を検討
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ご静聴ありがとうございました。
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＜学識経験者＞
相田 仁 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
江崎 浩 東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授
山口 英 奈良先端科学技術大学院大学教授（内閣官房情報セキュリティセンター補佐官）
平野 晋 中央大学総合政策学部教授
稲垣 隆一 弁護士 （稲垣隆一法律事務所）

＜通信事業者＞
花澤 隆 日本電信電話（株） 常務理事 第三部門長
渡辺 文夫 ＫＤＤＩ（株） 理事 技術統轄本部 技術開発本部長
弓削 哲也 ソフトバンクテレコム株式会社 専務取締役専務執行役員 兼 CTO 研究所長 兼 渉外部担当

＜メーカ＞
國尾 武光 日本電気（株） 執行役員 兼 中央研究所長
前田 章 （株）日立製作所 システム開発研究所 所長
三輪 真 松下電器産業（株）ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ社技術開発・モノづくり部門 技術総括（CTO）
浅野 睦八 日本アイ・ビー･エム（株） ガバメンタル プログラムズ－ジャパン バイスプレジデント
土井 美和子 （株）東芝 研究開発センター技監

＜その他＞

松島 裕一 （独）情報通信研究機構 理事
資宗 克行 （社）情報通信ネットワーク産業協会（ＣＩＡＪ） 専務理事
竹田 義行 （社）情報通信技術委員会 顧問
大島 正司 （財）日本データ通信協会 専務理事
後藤 幹雄 （株）電通総研 常務取締役
横澤 誠 （株）野村総合研究所 研究創発センター 上席研究員
藤原 洋 （株）インターネット総合研究所 代表取締役所長
山田 敏雄 東京電力（株） 電子通信部長
近藤 弘志 （株）トヨタＩＴ開発センター 専務取締役
高橋 伸子 生活経済ジャーナリスト
林 俊樹 メディアコンサルタント
村上 晃 （株）ラック シニアコンサルタント

◎

（敬称略）

（◎座長、○座長代理）

○

（参考）ＩＰ化時代の通信端末に関する研究会 構成員


